
令和７年度笠松町監査計画 

 

第１ 監査基本方針 

 

 我が国の経済は、３３年ぶりの高水準の賃上げと過去最大規模の設備投資が実現するな

ど明るい兆しが見られている。一方、長期化するロシアのウクライナ侵攻や不安定な中東情

勢等により、円安基調、物価高が続き、その先行きに不透明感も増している。こうした中、

我が国は、賃上げ環境の整備や成長分野における投資促進などにより、生産性や付加価値を

高め、安定的に賃金・所得が増えていくメカニズムの構築を目指している。 

 笠松町の財政状況は、町税等の一般財源の大きな伸びは期待できず、前年度当初予算編成

に当たっては、町債の発行に加え、不足分を補うため、財政調整基金から３億円を取り崩す

状況である。また、歳出では、予算総額に占める経常経費の割合は依然として高く、また、

地方債返済額は年間約５億５千万円の見通しとなるなど、さらなる財政の硬直化が懸念さ

れる。今後も、物価の高騰や最低賃金引上げによる影響も長期化することが懸念され、社会

保障関係経費や公共施設等の改修、次期ごみ処理施設建設負担金など避けることのできな

い財政需要が増加し、令和７年度の予算編成においても、引き続き、町債の発行や基金の取

り崩しに頼らざるを得ない状況であり、今後の財政運営に大きく支障をきたす恐れがある。 

 このような状況の中、監査委員は、町から独立した客観的な立場で、地方自治法に基づき

公正不偏の態度を保持し、正当な注意を払ってその職務を遂行するものとし、経済性、効率

性、有効性を観点として住民目線に立って監査を実施する。 

本年度の監査等に当たっては、「笠松町監査基準」に基づき、決算や行政執行の現況にお

ける違法性、不当性の指摘はもとより、提言や指導を含め、本町における内部統制の適正執

行に特に重点をおいて監査等を実施し、執行される各種事務事業が適切な規模、内容をもっ

て効果的に運営され、その事業目的を達成できているかどうか、迅速な情報収集や定期監査

を補完的にする随時の監査等による状況確認を踏まえながら、もって町行財政の適法性、効

率性の増進に寄与するとともに町民の信頼と理解を得られるよう十分留意して各種監査等

を実施していく。 

 

第２ 監査等の種類と方法 

 

１ 例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項、笠松町監査委員条例第４条） 

  各会計の現金の出納について、毎月の計数を関係諸帳簿と照合確認するとともに検査当

日の現金の保管状況を検査し、現金の出納事務が適正に行われているかを主眼として実施

する。 

（ １ ） 対象 

     一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、 

水道事業会計、下水道事業会計 



（ ２ ） 実施時期 

     毎月２０日以降 

    ただしやむを得ない理由があるときは、これを変更することができる。 

（ ３ ） 実施体制 

     検査調書及び関係資料の提出を求め、会計管理者、水道課長及び担当課職員から

検査調書等をもとに説明を聴取し、質疑を行う。 

（ ４ ） 月次計数について 

    ・現金等明細書、歳入歳出集計表は、正確に調整されているか。 

    ・保管現金は、帳簿残高及び残高証明書と合致しているか。 

    ・毎月の収入・支出は均衡がとれているか。 

    ・債券の管理は適正に行われているか。 

    ・基金の管理運用は適正に行われているか。 

（ ５ ） 歳入・歳出について 

    ・収入金・支出金の内容は適正であるか。 

    ・調定から収納までの手続きは適正であるか。 

    ・支出負担行為から支払いまでの手続きは適正であるか。 

（ ６ ） 結果報告 

出納検査終了後は速やかに事務局が結果報告書を作成して、各委員の意見調整

のうえ町長、議長に報告する。 

 

２ 定例監査（地方自治法第１９９条第１項第１号及び第４号、笠松町監査委員条例第３条） 

  町の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理が、法令等の趣旨に則り適正に処

理されており、合理的かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施する。 

（ １ ） 対象 

     令和７年度の事業及び財務に関する事務全般を対象とする。 

（ ２ ） 実施時期 

     令和８年１月 

（ ３ ） 実施体制 

     各課（等）ごとに監査資料の提出を求め、担当部長、課長等から資料に基づいて

説明を聴取する。必要に応じて関係諸帳簿の提出を求め、計数の確認及び質疑を行

う。 

（ ４ ） 予算の執行の内容・状況及び会計事務についての確認 

（ ５ ） 財産の取得・その管理についての確認 

（ ６ ） 事務事業の管理についての確認 

（ ７ ） 結果報告 

定例監査終了後は速やかに事務局が結果報告書を作成して、各委員の意見調整

のうえ町長、議長に報告する。 



 

３ 決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法第３０条第２項・、笠松町監

査委員条例第５条） 

  決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに予算の執行又は事業の経営が

適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施する。 

（ １ ） 対象 

     一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、 

水道事業会計、下水道事業会計 

（ ２ ） 実施時期 

     令和７年８月 

（ ３ ） 実施体制 

     各課（等）に審査資料の提出を求め、担当部長、課長等から決算書及び資料等の

説明を聴取するとともに決算計数の確認及び分析を行い、予算の執行又は事業の

経営が適正かつ効率的に行われているかどうかを審査し、意見を付する。 

（ ４ ） 決算計数についての確認 

（ ５ ） 予算執行状況についての確認 

（ ６ ） 意見書の作成報告 

     審査終了後は速やかに事務局が意見書原案を作成して、各委員の意見調整のう

え町長に報告する。 

（ ７ ） 議会の認定等 

     一般会計、特別会計、企業会計(水道・下水道)について、９月の定例会に上程し

て認定を受ける。 

 

４ 財政健全化法審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項、第２２ 

条第１項） 

  健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成され、健全化判断

比率の算定が適正に行われているかどうかを主眼として実施する。 

  公営企業会計については、併せて資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類を審査する。 

（ １ ） 対象 

     担当課（企画 DX課） 

（ ２ ） 実施時期 

     決算審査時に併せて実施 

（ ３ ） 実施体制 

     担当課に審査資料の提出を求め、担当部長、課長等から資料等の説明を聴取する

とともに決算計数の確認及び分析を行い、予算の執行又は事業の経営が適正かつ

効率的に行われているかどうかを審査し、意見を付する。 



（ ４ ） 結果報告 

監査終了後は速やかに事務局が結果報告書を作成して、各委員の意見調整のう

え町長に報告する。 

 

５ 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

  基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検証するとともに、基金の運用が適正かつ

効率的に行われているかどうかを主眼として実施する。 

（ １ ） 対象 

     全基金運用状況 

（ ２ ） 実施時期 

     決算審査時に併せて実施 

（ ３ ） 実施体制 

     担当課に審査資料の提出を求め、担当部長、課長等から資料等の説明を聴取する

とともに基金の運用が適正かつ効率的に行われているかどうかを審査し、意見を

付する。 

（ ４ ） 結果報告 

監査終了後は速やかに事務局が結果報告書を作成して、各委員の意見調整のう

え町長に報告する。 

 

６ 財政援助団体監査（地方自治法第１９９条第７項） 

   監査委員が必要と認めたとき、または町長の要求に基づき、財政援助を与えている団体、

出資・支払保証団体及び公の施設の指定管理者などに対し、当該団体の出納その他の事務

の執行で当該財政的援助に係るものが、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼 

 とする。 

（ １ ） 対象 

     町から補助金等を受けている団体 

（ ２ ） 実施時期 

     必要に応じて実施 

（ ３ ） 実施体制 

     町から補助金等を受けている団体の関係資料の提出を求め、事業目的通りに執

行されているか、当該財政的援助等の目的に沿って行われているか資料に基づい

て説明を聴取し、質疑を行う。 

（ ４ ） 結果報告 

          監査終了後は速やかに事務局が結果報告書を作成して、各委員の意見調整のう

え町長、議長に報告する。 

 

７ 行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 



  町の事務の執行が合理的かつ効果的に行われているか、法令等の定めるところに従って

適正かつ正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の

合理化に努めているかどうかを主眼として、定期監査時及び必要に応じて適時に実施する。 

（ １ ） 対象 

     監査の対象については、その都度定める。 

（ ２ ） 実施時期 

     必要に応じて実施 

（ ３ ） 実施体制 

     例月出納検査、定例監査の補完的監査として実施する。 

 

８ 執行上の留意点 

町政の公正かつ効率的な運営を担保する監査の機能を、なお一層発揮するため、次の点

に十分留意する。 

（ １ ）監査の実施に当たっては、事業の内容、過去の監査結果等を総合的に検討するとと

もに、監査対象事業に即した事前準備の充実を図る。 

（ ２ ）報告書文案の作成に当たっては、町民が内容を十分理解できるように、平易、簡潔

な文章表現に十分留意するとともに、指摘の理由、根拠及び不適切支出などの金額を明確

に示すように努める。 

 

第３ 監査等実施計画 

 

１ 実施の基本方針 

監査等業務の実施に当たっては、事務事業の執行が法令例規等、議会の議決事項、予算

等に基づいて行われているかに留意し、積極的かつ指導的に監査等を実施する。なお、監

査等計画表は、「別表１」のとおりとする。 

２ 監査等の実施 

定例監査、決算審査、例月出納検査については、次のとおり監査の重点項目に従って実

施する。また、監査の実効性を確保するため、前年度における指摘事項の措置、てん末の

追跡を強化することに努める。 

（ １ ） 定例監査（地方自治法第１９９条第１項第１号及び第４号） 

・監査の重点 

笠松町監査基準第２条第１項第１号及び第２号、第８条並びに第１５条の規定

に基づき実施するものとするが、監査基準について総務大臣が示す指針の策定に

ついて（平成３１年総務省自治行政局総行行発第１１０号）による別添２「実施要

領」のうちから適宜選択する。 

・監査等の実施手続きの選択適用 

笠松町監査基準第１０条及び第１１条に規定する手続き、証拠を入手して実施



する。 

・報告及び公表等（笠松町監査委員条例第３条第２項） 

監査終了後、速やかに報告書を作成し議会及び町長等への報告と公表を行う。な

お、監査等の講評は、必要に応じて町担当者に対して行う。 

（ ２ ） 決算審査（地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条第２項）及

び基金の運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項）並びに健全化判断比率審査

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項）及び資金不足比率審

査（同法第２２条第１項） 

・審査の方法等 

新公会計基準への対応状況を確認するとともに、決算その他関係諸表等の計数

の正確性を検証、予算の執行や事業等における経営が適正かつ効率的、効果的に行

われているかどうかを主眼として審査を行う。 

基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行又

は事業の経営が適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として審査を行う。 

健全化判断比率審査及び資金不足比率審査については、それぞれの比率と、その

算定の基礎となる事項を記載した書類の計数の正確性について審査を行う。 

・審査の重点 

一般会計及び特別会計では、笠松町監査基準に基づき実施するものし、歳入歳出決

算書、事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、法令で定める

様式を基準として作成されているか、決算書等の計数は正確か、会計別款別予算執行

状況、違法又は不当な調定や支出はないか、決算に当たって煩雑な流用がされていな

いか、予算額に比して、多額の不用額を生じているものはないかなどについて審査す

る。また、健全化判断比率の審査については、健全化判断比率の算定と、その算定の

基礎となる事項を記載した書類の作成が、適正に行われているかどうかについて審

査する。 

企業会計では、上述のほか法令に定められたすべての決算書類が具備されている

か、法令に準拠して作成されているか、決算額年度比較分析、比率分析などについて

審査する。また、資金不足比率の審査については、資金不足比率の算定と、その算定

の基礎となる事項を記載した書類の作成が、適正に行われているかどうかについて

審査する。 

（ ３ ） 例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

・検査の重点 

笠松町監査基準第２条第１項第５号及び第６号、第８条並びに第１５条の規定に

基づき実施するものとし、現金出納に係る諸帳簿と証拠書類及び検査資料の突合な

どにより、計数の正確性の検証をし、各科目において前月に比較して異常な増減がな

いか、また、現金、預金、一時借入金残高の確認などについて実施する。 

 



   附 則 

 この計画は、令和７年４月１日から施行する。 


